障がい者生活支援センター活動報告　　　2008年７月～10月
　　　　　　　　　　　　　　障がい者生活支援センターかすがい
（１）一人暮らしの多くの知的障がい者は、日常生活面における事柄（例：郵便物の内容確認、書類の処理など）において、「何をどうしたらよいのか」、「誰にどう聞けばよいのか」、「騙されているのではないか」など多くの不安を抱いて生活している。こういった相談があった場合、相談員が説明し手続きなどの処理を支援してきたものの、全ての場面において密接に関わることが困難であり限界を感じている。このように一つの機関では支えきれない部分を、地域住民がフォローし、「彼らが生活している地域で支えていく」という意識を地域に根付かせていく必要があると痛感している。

（２）前回の協議会以降、犯罪・金銭問題に絡む相談が多く寄せられた。
支援センターが関わったケースとしては、その場の状況に応じて危険回避の為の手段を的確に判断し、また助けを求めることが困難な傾向がみられた。一般社会において、いつ、どのような形でこういった問題に巻き込まれるのか分からないため、社会全体で見守る体制作りが必要ではないかと感じている。また警察が介入したとしても、その場の状況を客観的に伝えることができず、結果的に支援センターが介入するケースもあり、警察にも知的障がいに対する理解が必要なのではないかと思われる。
（３）現在の福祉サービスは利用者のすべてのニーズに合っているものばかりで　はない。そのため、福祉サービスが慢性的に不足してしまっていると感じてしまう状況ではないかと考える。福祉サービスに対する利用者の満足度を上げるためには、余暇活動団体などのインフォーマルサービスを活用することなどを検討していくことが望ましいのではないかと感じている。
（4） 養護学校卒業生（もしくは保護者）からの相談が多い。卒業してから初めて相談を受けるのではなく、在学中から関わる必要性を感じる。そうなれば学校側とより連携ができるとともに、卒業後の支援の隙間ができず、例え何かあったとしてもある程度、一貫して当事者を支えていくことができるのではないか。
（5） 高齢の家族が知的障がい者を抱え込んでしまっているケースの中には、支援センターが福祉サービスの利用を提案しても伝わらないことが多い。家族の想いだけではなく、客観的にみて本人の視点からどうすべきかを考えてもらう必要性があると感じている。
